















 （前略）学生時代、アメリカのワシントンの大学に行っておりましたので、アメリカの公文書館は、量がすごいということと、日本ならとても出てこないような資料まできちんとあり、それが閲覧できるというところに驚 た覚えがございます。やは 民主主義というのはそういうところが大事なのかなと、過去の良いところもあれば悪いところもあり、それは国としても 個人としても「そこはちょっと」というところがきちんと出てくるというシステムがすごいのかと思 ました。翻って、我が の公文書館を見ると、まだまだやらなければいけないところは色々とあると思っております。 （中略）基本的な機能を満たした公文書館 いうも
















検討会議の 「国立公文書館の機能・施設の在り方に関する提言 （案） 」























ても、 「公文書管理の在り方等に関する有識者会議」の最終報告（平成二〇年一一月四日） 「時を貫く記録としての公文書管理 在り方～今、国家事業として取り組む～」でさえ次のように記されている。　　
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「多くの国民が公文書に直接触れ、国と国民の歴史に学ぶことができるように公文 館の体制を整えている。 」 「これに比べて我が国の国立公文書館は、歴史公文書が様々な施設に分散し いる、施設の規模諸外国と比べて著しく見劣りする等のため 広く国民 利用できる国民本位の 体制となっていない 」
 として、
 「全国から国会見学












なく、現在も国家・国民のために作成され続けている。公文書管理法は、行政責任として公文書の作成を義務付け、同時に、その保管・理を命じたもので、 「歴史」を対象としたのではない。他の情報法制ととともに 現在を規定 たものな である。その意味で、谷垣議員等の認識は、当初、公文書館推進議員懇談会がもっていた行政責任という観点から 大きく変化・後退したものと言わざるを得ない。　
第二に、展示にあたって来客者の関心は、国立公文書館が保有する


















司法府文書、特に前者 いては、公文書管理 第一四条で内閣総理大臣とこれらの機関が定めを締結すればできるとされてい かし衆議院については、会議等に関する文書も 事務局の議院行政 書も共に、憲政記念館に移管 きることとなっている（憲 記念館資料取扱基準） 。三権分立と議院内閣制を採用してい 日本においては、 ヨーロッパ型の議会文書館制度への理路が存在してい 。　
これに対して、加藤委員は、 「この立法府と行政府との間の三権と















否定的ではないものの、その内容・対象 つ は、統一的な見解が存在しない。また、国立博物館・昭和館等 国内の類縁施設との関係性にも、全く言及が く、そ 後、海外調査結果を踏まえ、国立公文
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書館にも展示施設を、という議論になったとしても、財政難の日本において本当に国民を説得できるのであろうか。む ろ、福岡共同公文書館の展示のように、行政文書の生成過程を示し、公文書管理研修にも利用できるような展示施設、同時に、それが、国民への行政理解を促進させるも との考え方の方が 公文書管理法成立の趣旨からは正しいのではないだろうか。　
また、立法府文書について、統一管理を主張する意見に対して、内



























るが、現在、政府の電子決裁率は、約一〇％程度 あり、行政文書ファイルの約五％が電子文書としてオリジナルであ と紹介さ 。電子決裁文書の移管については、 「電子決裁をしたものが必ずしも全部移管対象というわけではな と思われるが、いずれにしても割合が低いことは間違いないので、上げる方向で取り組んでいき い 思っている。 」と努力目標となっているに過ぎない。デ タ 化の対象は、




































































名で運用されている。問題とされ いるのは、その定員数の少なさである。本来、行政文書の管理は、公文書管理法が他の情報法制、情報公開法・不正アクセス防止法、個人情報保護法、特定秘密保護 と密接にかかわ ものであり、インテリジェンスに属すものである。こため、機密保持上、全ての職員は常勤職で、本来、国家公務員であるべきなのである。しかし、国立公文書館は、内閣府所管の独立行政法人に過ぎ い。前節での加藤委員報告にあるように 「専門的な文書管理に任ずる運営主体」が内閣府官房公文書管理課（この
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研修をもって行政機関の文書管理担当者のなかから、アーキビストを選任し、内閣府官房公文書管理課の専門官として任用すればよい。また、国立公文書館には、アーカイブズ研修者から採用しつつ そのなかから 優秀な人材に公文書管理研修を受講させ、内閣府官房公文書管理課の専門官を兼務させる方向をより強固なものとすることが何よりも重要であろう。資格制度は、民間団体が登録認定制度として導入しているが、司書・学芸員資格が実質的に就職と言う出口に直結いない今日、資格として機能すること 困難であろう。国立公文書館の立場からすれば、学位と同じように、研修修了 基づく資格と、同等格 研究業績・勤務年限を有する者に応じて、公文書管理研修修了者をアーキビイスト、アーカイブズ研修修了者 ドキュメンタリストとすればよいだろう。しかし、現状で資格制度は 行政機関にとっても、全く不必要なものである。おわりに　
以上、検討会議について分析を試みた。この結果、国立公文書館の


























































修については、行政機関に対する初任者研修、中堅管理者研修等にも参画するとともに 霞ヶ関で文書管理者に対す 研修を行い、各行政機関内に専門家を養成すべきである。この過程で、 勤務年数も加味し、文書管理官を各行政組織内に専門官として作り、その者を内閣府官房公文書管理課に出向させて業務 就かせれば、公文書管理法に伴 行政文書管理業務における コストをも削減できる あろう。こ 実績の上で、資格制度を設計すべきである。⑪





































































































































































8.cao.go.jp/chosei/koubun/kentou/gijiroku1.pdf ） ） 。
（
15）
 本展示は、興味深いものであったが、ケネディ大統領時の日米関係については、パートナーシップが強調されたもの 、実態として 日米関係は、キューバ危機 際して、日本政府は蚊帳 外にあったのであり、当該期の日米関係については、今日との比較にお ても「検証」する必要があるが、前提とすべき、同時代的な観点と「検証」との意識は希薄であった。そもそも、当該展示でキューバ危機におけるメモの説明 なかった。
（
16）





































gijiroku2.pdf ） 。第四回検討会議でも加藤委員は、 「国民にとって見た
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小池聖一　　国立公文書館の機能・施設の在り方等に関する調査検討会議について




















































































































ついては、広島大学文書館編『平成二四年度中国・四国地区国立大学法人等公文書管理研修報告 』 （平成二五年一一月） 、広島大学文書館編『平成二三年度中国・四国地区国立大学法人等公文書管理研修報告書』 （平成二四年三月）を参照されたい。この研修がなしえたのは、法人文書を作成して る業務組織（事務組織）と 信頼関係が確立されていることにある。
（
37）














 例外となりえるのは、広島大学のみであろう。実際、学部教育（管理論） ・大学院教育（文書企画管理演習）など展開しているが、学部教育に於いては、実地見学と担当者からの説明を得て、法人文書の作成から現用記録の管理状況、移管をへて広島大学文書館 収蔵されるまでを総務グループ 協力のもと授業 展開 ている。
（
39）


















第二は、 かって、 川北稔氏（大阪大学名誉教授、 イギリス近代史）は、
「歴史学者というものが未来を語れなくなったということ、つまり、未来像を喪失した、ということだとずっと私は思っております 」と述べた（川北稔「 「問題」 「方法」の回復を求めて」 『シンポジウム

歴史学と現在』柏書房、一九九五年、九頁） 。その結果であろうか、歴史研究者のなかには、 「現在」に追従し、ある は、ハードユーザーとして自己利益だけのために単なる公開 利便性だけを追い い
る…そのような者が増えたように思っている。第一の立場とともに、真に歴史研究者であれば、今、公開されず見れなくても、将来確実に公開され、未来 歴史学の発展に寄与するよう公文書の保存に努力すべきではないだろうか。また、歴史学研究者として、国民一人一人の歴史についても、もっと関心を持つべきではないだろ か。　
そして、第三の「国民」は、単に動員されるだけの存在ではない。
主体的に、日本国憲法が日本にもたらした個人主義のもとで、 「検証」を行う主体なのである。公共機関としてのアーカイブズは、単に人がたくさん来ることが重要なのではない。何 りも、アーカイブズは、民主主義 支え 砦 そうであるが故に、 キビスト国民と行政機関とを橋渡しをする重要 職務を担っている である。　
政治主導と官僚叩きの波に乗り また、内閣強化・行政権拡大の波








Analysis of the Investigation Review Conference focusing on the functions and 




cultural facilitiesdevoted to officialdocumentmanagement. The InvestigationReview
ConferencefocusingonthefunctionsandfacilitiesoftheNationalArchivesofJapanidentified
anumberofproblemswiththearchives.Thispaperdiscussesthoseproblemsandsolutions
tothem.
